
貸 借 対 照 表
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注 記 事 項

2023年
2024年

4月  1日 から

3月 31日 まで

1。 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)資産の評価基準および評価方法

a.有価証券

子会社株式           移動平均法による原価法

その他有価証券 市場価格のない株式等以外のもの

時価法 (評価差額は全部純資産直入法により処理 し、

売却原価は移動平均法により算定している)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

b.棚卸資産

貯蔵品 (一般貯蔵品) 総平均法 (一部は移動平均法)に よる原価法 (貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定している。)

貯蔵品 (特殊品) 個別法による原価法 (貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定している。)

(2)固定資産の減価償却の方法

a。 有形固定資産 法人税法に規定する方法と同一の基準に基づく定額法

法人税法に規定する方法と同一の基準に基づく定額法b。 無形固定資産

(3) 引当金の計上基準

.貸倒引当金

売掛債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

a

b。 退職給付引当金

退職給付に充てるため、将来の退職給付見込額を基礎とした現価方式による額を計上している。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、期間定額基準によつている。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数 (3年)に よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することと

している。

(4)収益及び費用の計上基準

託送供給等約款に基づき締結した接続供給契約による送電サービスが主な収入であり、契

約期間にわたつて送電サービスを提供する履行義務を負つている。収益の認識は、電気事業会

計規則に従い、検針により決定した送電電力量に基づき認識している。



(5)その他貸借対照表等の作成のための基本となる重要な事項

グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用している。

2.貸借対照表に関する注記

(1)担保に供 している資産および担保に係る債務

会社の財産は、社債の一般担保に供 している。

社債

(2)有形固定資産の減価償却累計額

(3)借入金等に関する保証債務

送配電システムズ合同会社

(4)関係会社に対する金銭債権および金銭債務

短期金銭債権

長期金銭債務

短期金銭債務

(5)附帯事業に係る固定資産の金額

不動産賃貸事業     専用固定資産

他事業との共用固定資産の配賦額

合計額

駆けつけサービス事業  専用固定資産

見守 リサービス事業   専用固定資産

3.税効果会計に関する注記

(1)繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

減価償却超過額

退職給付引当金

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金

繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額

480,099百 万円

5,510,026百 万円

792百万円

129,529百 万円

1,531,349百万円

420,054百 万円

2,128百万円

104百万円

2,232百万円

20百万円

0百万円

71,745百万円

40,837百万円

20,028百万円

132,611百 万円

△ 66,300百万円

66,311百万円

66,247百万円

(2)法人税および地方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理

当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理

及び開示に関する取扱い」(実務対応報告第 42号 2021年 8月 12日 )に従つて、法人税およ

び地方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理ならびに開示を行つて
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いる。

4.関連当事者との取引に関する注記

親会社

取引条件および取引条件の決定方針等

(*1)社債の発行および償還は、関西電力株式会社に対 しICB(Inter Company Bond)を 発行

したものであり、同社が発行 した社債等と同様の条件で利率を決定している。

(*2)CMS(キ ャッシュ・マネジメン ト・システム)による資金の預入については、市場金利

を勘案 して利率を合理的に決定している。また、取引が反復的に行われているため、取引金

額は当事業年度における純増減金額を記載 している。

(*3)資金の借入および返済のうち、関西電力株式会社に対し ICL(Inter Company Loan)イ こ

より借入れたものについては、同社の借入金と同様の条件で利率を決定しており、ICL以

外については、市場金利を勘案 して利率を合理的に決定している。

5。 1株当たり情報に関する注記

(1)1株 当たり純資産額

(2)1株 当たり当期純利益

7,200円 10銭

2,396円 08銭

属性
会社等

の名称

議決権等の所有

(被所有)割合

関連当事者との

関係
取引の内容

取引金額

(百万円)

科 目
期末残高

(百万円)

親会社
関西電力

株式会社

(被所有)

直接

100.0%

資金貸借取引

監査役の兼任

社債の発行

(*1)

社債の償還

(*1)
96,328

社債 384,347

1年以内に

期限到来の

固定負債

95,752

社債利息の

支払
2,392

関係会社

短期債務
587

資金の預入

(*2)
78,185

関係会社

短期債権
83,155

資金の借入

(*3)

資金の返済

(*3)

345,000

256,633

関係会社

長期債務
1,121,485

関係会社

短期債務
287,017

借入金利息の

支払
7,328

関係会社

短期債務
499


